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概要：地震や津波などの大規模な災害時には携帯電話基地局の故障によって一部地域の人々が電

話，メール，緊急速報などのモバイルサービスを利用できない場合がある．特に被災直後はモバイ

ルサービスの利用不能によって，身の安全を守るために必要な情報収集が困難となる虞がある．そ

のため，被災時に停止したモバイルネットワークの代替ネットワークを迅速に構築することが重要

となる．先行研究として代替ネットワークの構築手法について数多くの検討がされているが，緊急

地震速報や津波速報などの緊急速報を配信する手法は検討されていない．3rd Generation Partnership 

Projectは，非常時の無線通信システムにLong Term Evolution仕様で携帯電話基地局を介さない近接

端末間通信を可能とするProximity Servicesの仕様化を進めている．本研究では既存の同報配信シス

テムであるEarthquake and Tsunami Warning SystemにProximity Servicesを統合させ，カバレッジ外の

端末を対象に緊急速報を配信可能である同報配信システムの提案を行う．本稿では，本提案システ

ムについての評価実験を実施し，カバレッジ外の端末に対して緊急速報を配信できることを確認し

た． 
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1. 背景     

近年の携帯電話やスマートフォン等の携帯移動端末（端

末）の普及は著しく，2014 年のスマートフォンの人口普及

率は 64.2%であった[1]．近年のスマートフォンは LTE（Long 

Term Evolution）という通信規格に基づくモバイルネットワ

ークにて運用されている．スマートフォンは外出中でも自

由に通話や情報検索が可能となり，非常に便利な通信機器

となっている．しかし，スマートフォンはインターネット

との中継機となっている携帯電話基地局の電波に依存して

いる問題がある． 

2011 年の東日本大震災では約 2 万 9000 局（東北・関東 

地域地方の基地局数は約 13 万 7500 局）の携帯電話基地局 

（eNB）が機能停止した[2]．eNB が機能停止したことで，

該当エリア内のスマートフォンは電話やメールなどの通信

を要する機能が利用できなくなった．また，災害時は緊急

地震速報や津波警報などをスマートフォンへ迅速に配信す

る緊急速報[3]というサービスもあるが，通信インフラの一

部が停止している状況ではそのようなサービスも十分に機
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能できなくなると想定される．本稿では，図 1 に示すよう

に eNB との通信が不可能である領域を eNB カバレッジ外

と呼ぶ． 

 

 

図 1 eNB のカバレッジエリアについて 

 

そのような大規模災害時において eNB カバレッジ外の

スマートフォンを機能停止させないために，大規模災害時

の対策方法が検討されている．過去の事例から eNB が故障

する原因は，停電，損壊，伝送路の遮断の 3 つであるとわ

かっている[4]．停電時は停電時のための補助バッテリーを

eNB に搭載することで，電力不足に陥ってもネットワーク

の維持が可能である．損壊・伝送路の遮断時は，eNB の機

能を搭載した車両を任意の場所に配置させることで，ネッ

トワークの回復が可能である．これら 2 つの方法では，補

助バッテリーの起動は自動的に行われるため，eNB の即時

回復が可能であるが，車両の配置には準備時間が必要であ
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るため，ネットワークの回復には時間がかかるという問題

がある． 

ネットワークが回復できない状況で，代替ネットワーク

を構築する従来技術として，スマートフォンに標準で搭載

されているWi-FiやBluetoothなどの端末間直接通信を可能

とする D2D（Device to Device）技術を用いた MANET

（Mobile Ad-hoc NETwork） [5]や DTN（Delay Tolerant 

Networking）[6]がある．MANETは eNB や有線網に依存せ

ず，各端末が宛先に送受信するための中継端末としても機

能する自立分散型のネットワークである．DTN はデータの

複製をネットワーク内に散在させ，端末の移動を利用する

ことで宛先へとデータを転送する技術である．しかし，こ

れらの技術はインターネットから隔離されている環境での

情報共有手法であり，eNB から配信される緊急速報を配信

することは検討されていない． 

そこで，大規模災害の影響で緊急速報の配信が困難であ

る環境を想定し，eNB カバレッジ外の端末にも緊急速報を

配信することを目的とする．そのために，既存の同報配信

システムである ETWS（Earthquake and Tsunami Warning 

System）[7]に D2D 技術である ProSe（Proximity Services）

[8]を統合させたシステムを提案する．また，提案システム

についての評価実験を実施することで，有効性を示す． 

 

2. 関連研究 

大規模災害を想定し，MANET や DTN を利用した災害耐

性が考えられているネットワーク・システムについて述べ

る． 

 

2.1 MANET と DTN を混合させた情報共有手法 

端末がインターネットに接続されていない状況でも，離

れた場所に存在する端末と通信を可能にする研究として，

西山らは MANET と DTN を混合させたネットワークを提

案している[9]． 

この MANETと DTN の混合ネットワークはスマホ de リ

レーと称し，その 2 つの通信技術を環境に合わせて切り替

えながらメッセージを宛先まで転送することが特徴である．

情報の転送方法は，Wi-Fi Direct による数十～百メートル範

囲内の通信を想定している．通信技術を切り替える手順を

以下に示す．宛先までの経路が見つからないときや，電池

残量が一定以下のとき，あるいは加速度センサで移動が激

しい端末であると判断した状況では DTN を用いた通信を

行う．それ以外の宛先までの経路が見つかる状況では

MANET を用いる．また，メッセージを保持した端末が

MANET に合流する状況では，宛先までの経路の中で最も

ホップ数が少ない経路を自動的に選択する． 

西山らは，仙台市街地でスマホ de リレーの実機を使った

実験を実施した．その結果，スマートフォン 27 台を経由し

て，総距離 2.5km 先の端末へのメッセージの送信に成功し

ている． 

 

2.2 すれ違い通信による避難誘導システム 

通信インフラが機能していない状況で，被災者を避難所

へ安全に誘導させるための研究として，藤原らはすれちが

い通信を用いた避難誘導システムを提案している[10]． 

避難誘導システムの手順を以下に示す．大規模災害の発

生直後，各避難者は携帯電話からアプリケーションを起動

し，最寄りの避難所と，現在地からそこにたどり着くため

の最短経路に基づいた避難経路を提案する．次に，避難者

は避難途中で災害による火災や建物倒壊により通行不能と

なった道路に遭遇した場合，その位置情報を携帯電話に記

録する（避難者による被災地情報収集）．その結果，アプリ

ケーションは自動的に避難経路を再計算し，提示する．も

し，避難者同士が出会った場合，アプリケーションはすれ

ちがい通信を行い，互いの持っている通信不能道路の情報

を自動的に共有する（避難者同士による被災地情報共有）．

もし，避難経路上に通行不能道路があれば，避難経路を再

計算して提示する． 

この避難誘導システムは DTN の蓄積・運搬・転送

（Store-carry-forward）通信方式を採用し，すれちがい通信

による情報共有の方法は，Bluetooth による数～数十メート

ルの範囲内の通信を想定している．また，被災地情報共有

の方法として感染型ルーティングを採用している．感染型

ルーティングとは，出会った際に互いの持っていない情報

をすべて共有することである． 

藤原らは，この避難誘導システムについて，渋滞を考慮

しない場合と，渋滞を考慮した場合で性能評価をネットワ

ークシミュレータで実施した．その結果，平均・最大避難

時間の両方がすれちがい通信による情報共有の影響で明ら

かに減少することが確認している． 

 

2.3 関連研究について 

これらの手法は，災害後の地域内情報共有として有効な

手法であるが，緊急速報を eNB カバレッジ外へ配信するこ

とを前提に考察を行う．  

スマホ deリレーの転送方法は，通信距離が数十～百メー

トルの Wi-Fi Direct を利用しているため，移動し続ける端

末同士の通信を維持することは困難であり，端末へメッセ

ージが到達する時間が不明であるため，緊急速報のような

迅速性が求められるメッセージの通信には適していないと

考えられる． 

すれ違い通信による避難誘導システムは，自分の位置情

報から端末に記憶されている避難所への経路を示している

ため，避難する必要の無い人々にも避難誘導をしており，

渋滞の発生原因を増加させている可能性が考えられる．そ

こで，緊急速報を適切に配信することで被災者の円滑な避
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難行動に貢献できる．また，さらなる情報共有を求めて必

要以上に被災地を動き回ることは危険であり，緊急速報を

広く配信することは重要であると考える． 

したがって，緊急速報を eNB カバレッジ外へ配信する手

法を検討することは重要であり，配信情報の鮮度を考慮し，

配信可能な領域を拡大させることが必要である． 

 

3. 提案システムの検討 

LTE ネットワーク上で運用している同報配信システム

の ETWS（Earthquake and Tsunami Warning System）[7]に，

LTE 対応端末（LTE 端末）で利用可能な D2D 技術である

ProSe（Proximity Services）[8]を統合させ，eNB カバレッジ

外のLTE端末にも緊急速報を配信可能な同報配信システム

の提案を行う．提案システムの概要図を図 2 に示す．ETWS

では eNB カバレッジ内の LTE 端末にしか緊急速報を配信

することができないが，ProSe を統合させることで，eNB

とチャネルを確立している eNB カバレッジ内の LTE 端末

を中継して，eNB カバレッジ外の LTE 端末に緊急速報を配

信することが可能となる． 

 

 

図 2 提案システムの概要 

 

3.1 Earthquake and Tsunami Warning System 

ETWS は，従来の緊急速報のメッセージを 2 つに分けて

同報配信する技術である．第 1 報では極めて迅速性が必要

な情報とされる「地震が来ること」を実現可能な最短時間

で LTE 端末に配信する．第 2 報では震度や震源地などの第

1 報を補足する詳細な情報を LTE 端末に配信する．第 1 報

は Primary Notificationと呼ばれ，配信開始から約 4秒で LTE

端末に到着する．第 2報は Secondary Notificationと呼ばれ，

配信開始から約 10 秒で LTE 端末に到着する． 

 

3.1.1 ETWS のネットワーク構成 

ETWS のネットワーク構成を図 3 に示し，LTE 端末（図

中では UE と呼ぶ）に緊急速報が到達するまでの流れを説

明する．気象庁が地震の初期微動を観測すると，CBE（Cell 

Broadcast Entity）は緊急速報のメッセージ作成と配信エリ

ア指定を自動的に行う．それらの情報が CBC（Cell 

Broadcast Center）を経由して，MME（Mobility Management 

Entity）に転送される．MME は配信するエリアの eNB を選

択する．MＭE によって選択された eNB は収容しているす

べての LTE 端末に緊急速報の配信を行う．配信する緊急速

報は報知情報である SIB（System Information Block）によっ

て送信する．SIB は SIB1 から SIB13 まで存在し，Primary 

Notification は SIB10，Secondary Notification は SIB11 に該

当する[11]．LTE 端末は緊急速報を含んだ SIB を受信する

と，アラームとポップアップを実行する処理となっている． 

 

 

図 3 ETWS のネットワーク構成 

 

3.1.2 ETWS シーケンス 

ETWSを利用した緊急速報が LTE端末に到達するまでの

詳細なシーケンスを図 4 に示す．eNB が Write-Replace 

Warning Request を受信すると，PCH（Paging Channel）を

用いて ETWS indication を LTE 端末に送信する．LTE 端末

は ETWS indication を受信すると，BCCH（Broadcast Control 

Channel）を用いて緊急速報の受信を開始する．このとき，

SIB全体のスケジューリング情報を載せたSIB1を受信する

ことで，SIB10 を受信することが可能となる．LTE 端末は

SIB10 を確認し，Primary Notification として緊急速報をユー

ザに知らせる．コアネットワークは Primary Notification の

送信を破棄した後，Secondary Notification の送信を Primary 

Notification と同様に行う． 

 

 

図 4 ETWS による緊急速報のシーケンス 

 

3.2 Proximity Services 

3GPP（3rd Generation Partnership Project）では LTE のア

ップリンク周波数帯域を用いて eNB を介さない D2D を可

能とする ProSe の仕様化を行っている．ProSe は図 5 左の

ような近接端末とのデータ通信や音声通話などが可能とな

る Direct communication および，図 5 右のような周辺の端
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末発見やサービス検出が可能となる Device discovery の 2

つ機能から構成されている．また，ProSe での近接端末間

通信や近接端末発見での通信距離は障害物が無い状態では

500m～1km と想定されている．本システムにおいては，

D2D を行うために，Direct Communication の機能を採用す

る． 

 

 

図 5 Proximity Services の概要 

 

ProSeのDirect communicationにおける eNBと端末間や端

末同士の同期方法について図 6 に示す．eNB カバレッジ内

端末同士では，eNB が送信する同期信号の PSS/SSS に同期

して D2D の送受信を行う[12]．eNB カバレッジ内の端末と

eNB カバレッジ外の端末間や eNB カバレッジ外の端末同

士では，eNB カバレッジ内外の端末が 40ms 周期で送信す

る PSSS/SSSS （Primary/Secondary Sidelink Synchronization 

Signal）に同期して D2D の送受信を行う．図 6 に示すよう

に eNB カバレッジ内の端末が eNB の同期タイミングに基

づき PSSS/SSSS を送信することで，eNB カバレッジ外の端

末も eNB の同期タイミングで Direct communication を行う

ことができる．Direct communication では，PSSS/SSSS とと

もに PSBCH（Physical Sidelink Broadcast Control Channel）

により D2D 用フレーム番号やシステム帯域幅，TDD（Time 

Division Duplex）UL/DLサブフレーム構成などを通知する． 

 

 

図 6 Direct communication の同期方法および通信方法 

 

3.3 ETWS に ProSe を統合 

ETWS と ProSe のチャネル利用法が類似しているため，

ETWSにProSeを統合させた同報配信システムを検討する．

ETWS は，すでに広く活用されている同報配信システムで

あり，ProSe は，D2D の中で通信距離が最も長く，ETWS

で受信した SIB を特別な操作をせずに，転送可能である．

eNBカバレッジ外の LTE端末が Primary Notificationを受信

するためには，eNB カバレッジ内の LTE 端末が eNB カバ

レッジ外の LTE 端末に SIB1 および SIB10 を送信すること

が必要である．その通信を表したシーケンスを図 7 に示す．

eNB カバレッジ内の LTE 端末が eNB から ETWS indication

を受信し，SIB10 を受信するまでの処理は ETWS と同じで

ある．その状況で，eNB カバレッジ外の LTE 端末とチャネ

ルが確立されていれば，eNB カバレッジ内の LTE 端末は

SIB1 を PSBCH に載せて，eNB カバレッジ外の LTE 端末に

送信する．続けて送られてきた SIB11を PSBCHに載せて，

eNB カバレッジ外の LTE 端末に送信する．この一連の動作

で eNB カバレッジ外の LTE 端末も eNB カバレッジ内の

LTE 端末と同様に緊急速報が受信できると考えられる． 

 

 

図 7 検討システムによる緊急速報のシーケンス 

 

3.4 発生する問題 

ETWS に ProSe を統合させることで発生する問題

を挙げる．図 7 のシーケンスは，eNB カバレッジ内

の LTE端末と eNBカバレッジ外の LTE端末のチャネ

ルがあらかじめ確立している状態を表している．そ

れに対して，図 8 に示すシーケンスは，緊急速報の

配信リクエストが解除された後に，eNB カバレッジ

外の LTE端末が eNBカバレッジ内の LTE端末とチャ

ネルを確立した状況を表している．緊急速報の配信

リクエストが解除されると，LTE 端末は緊急速報の

情報を破棄してしまう．そのため，eNB カバレッジ

外の LTE 端末に対して，緊急速報の情報を含まない

SIB を送信してしまう問題が発生する．例えば，地震

が原因で eNB が機能停止した場合，続報として配信

される津波警報を受信することができず，避難が遅

れてしまう状況が生まれる．このように，災害が進

行する状況下では，緊急速報をより広い範囲に伝達

することに価値があると考えられる． 
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図 8 検討システムの問題点 

 

4. 提案システム 

緊急速報を受信した eNBカバレッジ内の LTE端末

の通信範囲内に含まない eNBカバレッジ外の LTE端

末には配信ができない問題があった．そこで，緊急

速報の配信直後に受信することができなかった eNB

カバレッジ外の LTE端末のためにDTNの感染型ルー

ティングを加える．情報の鮮度を保った感染型ルー

ティングを適用するために，2 つの手法を提案する． 

1 つ目の手法は，識別番号に使う ID を設ける．

ProSe で接続された LTE 端末に対して保持している

情報の ID を照合し，接続された LTE 端末が受信して

いなければ緊急速報の情報を送信する．この手法を

適用することで，重複した緊急速報の受信を防ぐ． 

2 つ目の手法は，配信する緊急速報に，有効期限を

示す Timeout を設ける．有効期限内であれば，LTE 端

末が緊急速報の情報を保持する．この手法を適用す

ることで，受信することができなかった緊急速報が

受信可能になると予想される．この手法を適用する

ことで，不要な緊急速報の散在を防ぎ，緊急速報の

鮮度を保つことを可能とする． 

2 つの提案手法を追加した場合のシーケンスを図 

9 に示す．配信する緊急速報に Timeout と ID を付与

して eNB に配信要求を出す．そして，eNB カバレッ

ジ内の LTE端末が eNBから通常通りに緊急速報であ

る SIB を受信し，Timeout に設定されている期限まで

は SIB の情報を LTE 端末内で保持する．eNB カバレ

ッジ外の LTE 端末からチャネルの確立要求が出たと

き，eNB カバレッジ外の LTE 端末が保持している ID

を受信し，その ID に関する緊急速報を受信していな

ければ SIBの配信要求を eNBカバレッジ内の LTE端

末に出す．この手法を適用することで，緊急速報を

受信することが可能となる． 

また，地震発生後の続報は津波警報と避難情報で

あると予想できるため，自身の場所に被害が及ぶま

でに多少の時間がある．そのため，定型文である

SIB10 には適用させず，詳細な情報を載せている

SIB11 のみに適用させる． 

 

図 9 提案システムによる緊急速報のシーケンス 

 

5. 評価実験 

ETWS に ProSeを統合させ，DTN の感染型ルーティング

を適用することで，eNB カバレッジ外の LTE 端末にも緊急

速報が配信可能となる．そこで，提案システムを被災地で

運用した場合の有効性を確認するために，ネットワークシ

ミュレータ ns-3[13]を用いて評価を行う． 

 

5.1 実験構成 

ns-3 上に図 10 のようなトポロジを構成し，シミュレー

ションを行う．本実験では ProSe の伝播損失やパケットの

輻輳は発生しないこととする．また，ProSe の D2D は ns-3

では未実装であるため，Wi-Fi Direct の通信距離を 500m に

伸ばして代用する．また，表 1 と表 2 にシミュレーション

パラメータを示す． 

 

図 10 実験のネットワーク構成 

 

表 1 システムのシミュレーションパラメータ 

パラメータ 仮定 

速度 500kbyte/s 

通信プロトコル UDP 

UE の歩行速度 5km/h 

UE の歩行パターン shortest distance to the shelter 

緊急速報のパケットサイズ 8bit * 2block 

最大シミュレーション時間 30 minutes 
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表 2 LTE と Wi-Fi のシミュレーションパラメータ 

パラメータ 仮定 

eNBの伝送速度 150Mbps 

eNBの伝送範囲 半径 500m 

D2D の伝送範囲 半径 500m 

 

5.2 実験準備 

本実験の対象地域は函館市の大手町・入舟町・栄町近辺

を想定する．その近辺に存在する避難所の配置を図 11 に

示す．函館市津波避難計画によると，実験対象地域の第 1

波到達時間は 59～79 分である[14]．第 1 波到達時間とは，

地震発生から津波第 1 波のピークが海岸に到達するまでの

時間を指す． 

 

 

図 11 函館市の避難所の位置 

 

次に，LTE 端末の配置を図 12 と図 13 に示す．LTE 端末

間の距離が 500m 以上離れている状態でも提案システムの

効果を検証するために，図 12のような 115個の LTE端末，

図 13のような 23個の LTE端末で実験をそれぞれ実施する．

LTE端末のモビリティモデルは Google Maps APIの walking

モードを採用し，最寄りの避難所へ最短距離で移動するも

のとする[15]．全端末が緊急速報を受信したと仮定し，避

難所へ移動させたところ，全端末が避難完了する時間は 20

分であった．そのため，地震発生後から 40 分以内に津波警

報を受信することができれば，地震発生後から 60 分以内に

避難完了できると考えられる． 

 

 

図 12 LTE 端末の配置（LTE 端末数 115 個） 

 

 

図 13 LTE 端末の配置（LTE 端末数 23 個） 

 

5.3 実験シナリオ 

大規模な地震を想定し，地震発生から 10 分以内に津波

警報が配信されると仮定する．本実験ではシミュレーショ

ン開始と同時に津波警報を送信するため，シミュレーショ

ン時間を最大 30 分とする．津波警報を受信することができ

た LTE 端末は避難所へ最短経路で移動する．このときの

eNB の配置を図 14～図 16 に示し，それぞれ実験 A～実験

C とする．eNB のカバレッジは図 14 に示すような正六角

形とする．この環境の下で，LTE 端末数の異なる 6 パター

ンの実験を実施する．30 分以内に津波警報を受信すること

ができた端末数（受信率）を算出することで，本提案シス

テムの性能評価を行う． 

 

 

図 14 eNB の配置（A） 

 

 

図 15 eNB の配置（B） 
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図 16 eNB の配置（C） 

 

5.4 実験結果 

LTE 端末数 115 個のときの実験 A～実験 Cについての結

果を図 17に示す．実験 Aについては 7.1秒ですべての LTE

端末に緊急速報を配信完了した．また，実験 B については

5.4 秒ですべての LTE 端末に緊急速報を配信完了し，実験

C については 5.0 秒ですべての LTE 端末に緊急速報を配信

完了した． 

 

 

図 17 LTE 端末数 115 のときの実験 A～実験 C 

 

LTE 端末数 23 個のときの実験 A と実験 B についての結

果を図 18 に示す．実験 A については 5.0 秒で 21 個の LTE

端末に緊急速報を配信完了し，実験 B については 4.0 秒で

すべての LTE 端末に緊急速報を配信完了した． 

 

 

図 18 LTE 端末数 23 のときの実験 B と実験 C 

 

また，LTE 端末数 23 個のときの実験 C の結果を図 19

に示す．231 秒のときに，DTN を用いた転送を開始し，eNB

から一番離れていたLTE端末に緊急速報を配信完了するこ

とが確認できた． 

 

 

図 19 LTE 端末数 23 のときの実験 C 

 

6. 考察 

図 17 において，ETWS のみでは 27%～45%までしか配

信できなかった緊急速報を，ProSeとDTNを活用した結果，

到着率が 100%となり，本提案システムによる効果が得ら

れたと考えられる．さらに，図 18 において，LTE 端末が

点在しているため，D2D が難しいと思われるような状況で

も，緊急速報の受信率が 90%を超えることができ，ProSe

の通信距離を活用することができていると考えられる．ま

た，図 19 において，231 秒のときに DTN によって緊急速

報を配信したことより，DTN による転送の効果が表れてい

ると考えられる． 

これらの結果より，ETWS に ProSe を統合させて通信可

能範囲を広げることは，緊急速報を広範囲に配信するため

の手法として有効性を示せたと考えられる． 
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7. まとめ 

本研究では，既存の同報配信システムである ETWS に

LTEアップリンク周波数帯を利用した D2D技術の ProSeを

統合し，DTN の感染型ルーティングを適用させた同報配信

システムを提案した．評価実験により，本提案システムを

運用することで，eNB カバレッジ外の LTE 端末にも緊急速

報を配信できることを示し，大規模災害時のネットワー

ク・システムとしての有効性を示した． 

今後の課題として，2 回以上のマルチホップ通信を加え

ることで，より迅速にかつ広範囲に緊急速報を配信できる

と予想できるため，本提案システムの到着時間と到着数の

向上を図る． 

また，ProSe の輻輳については考慮していないため，通

信が正確に行われるかどうかも考慮しながら実現性を高め

ていく． 
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